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は　じ　め　に
　企業が何か新しい取引きを始めようとするにあたっては，取引先となるべ
き相手方企業が秘密裡に管理していて公然とは知られていない生産方法，販
売方法など事業活動に有用な財産的情報（1）を予め知る必要がある。売買，貸
借，請負，委任などの典型的な取引形態はもとよりその他共同研究や，企業
の合併，吸収，提携などのいわゆるM＆Aにいたるまでのあらゆる企業問の
折衝の場において，相手方企業が取引先とするのに応わしいところかどうか
を，密かに自らの手や，第三者調査機関などに委託して調べるだけでなく，
直接当の相手方企業から秘密情報を開示してもらって評価する必要性はます
ます今後高まってくるものと思われる。
　一方，財産的情報を保有している企業のほうでも，将来の取引きにおける
期待利益を実現するためには，むしろ積極的に自らの秘密情報を評価させる
ために開示して，相手方の関心を咳るのは望むところであろう。
　かくて非常にしばしば取引きの事前交渉段階において，秘密情報を開示す
る企業と開示を求める企業との問で（場合によっては，共同研究のように両
当事者が二つの立場に対等に立つこともある），将来の取引きに移行するか
どうかを判断するために，財産的情報の評価を目的とした情報の無償開示（2）
と，開示された情報の秘密保持を定める秘密保持契約（英語ではSecrecy
AgreementとかConfidentiahty　Agreementとか称す）が締結されることに
なる。
　このように取引き開始前に評価を目的とした秘密情報開示に伴う秘密保持
契約を締結する慣行は，契約社会である上に，無形の知的財産として情報を
取扱うことが当然とされている欧米取引業界では古くから見られるところで
ある。しかしながら日本では無形の情報を価値ある財産と見倣す意識はまだ
まだ薄く，また，あえて契約書を結ばずとも閉鎖的な業界においては道義と
しての拘束力が企業間で強く働くので，専ら信頼関係を頼りにすれば充分で
あるとする観念が支配的である（3）。また文書で拘束するとしても契約当事者
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の双方が義務を負う（4）契約書の形式ではなくして，秘密情報の開示を受ける
側が開示する側に対して一方的に差入れるだけの「誓約書」とか「差入書」，
「念書」とか名付けられる片務的文書が多く用いられるところである（5）。
　しかしながら国際取引においては，このような日本的な慣行は通用しにく
い。日本の企業が欧米企業に対して評価用に秘密情報の開示を求めたとすれ
ば，必ずSecrecy　Agreementへのサインを求められることになる。しかも
そのような契約書の規定は，一般的に簡単な定型的なものであり紛争処理に
あたっての具体的条項を欠くことが多いが，義務違反に対する法的な制裁を
全く予定していないというものではなく，また，契約書を締結するというだ
けでいつでも法的手続きに移行できるのだとの意味が篭められ，被開示者側
に厳重な警告と遵法を促がす心理的拘束を課すものになっている（6）。
　日本において秘密保持契約違反が裁判所で争われた事件例は殆どないとは
いえ，今後ともこのような傾向が続くとは考えられない。従来，『民法』，
『商法』，『刑法』などにより保護されていた財産としての企業の秘密情
報を今回の『不正競争防止法』の改正によって，不正に取得，使用，開示し
ようとするものに対して差止めができることが法律上明確にされたわけであ
る（7）。
　本稿においては，将来に備えて，とりわけ海外企業との取引関係の樹立を
前提として，日本企業が当該外国企業から評価用に秘密情報の無償開示を受
けるにあたって締結する秘密保持契約書について，もしも国際的な紛争が生
じ，事件として日本の裁判所で裁かれるようなことになった場合に（8），準拠
すべき法律がどこの国の法律になるのかをここに考察したい。
1．行為能力
　国際取引の相手方が果して取引きの主体となりうる法律上の行為能力や適
格性を有しているか否かは，通常，国際ビジネスを行うにあたっての関心事
の一つである。つまり，せっかく契約を締結できたとしても，相手方が無能
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力者に該当したり，法的効力のない代理人によって契約が調印されていたり
したのでは，後で取消されることにもなりえないからである。その場合，ど
この国の法律に基づいて，行為能力や適格性を判断したらよいのかという問
題は，国際私法の争点になりうる。
　本稿では，秘密情報の開示を受ける立場にある一方の当事者を日本企業で
あると想定する。従って，国際紛争になる場合，通常は当の日本企業が契約
上の秘密保持義務の違反を追及される被告の立場に裁判上は置かれることが
まず予想される。もちろん秘密保持契約とて双務契約である以上，情報を開
示すべき義務も開示者である海外企業にはある筈であるが，その義務違反を
被開示者側の日本企業として追及することはまず出来ないと考えるべきであ
ろう。なんとなれば，開示は無償でなされ，開示の範囲も開示者側の恣意に
よると見倣され（9），被開示者として開示情報が少なかったり，あるいは全く
なかったとしても，それによる損害はせいぜい期待利益を失うだけであると
考えられるからである（10）。
　このように被告として裁判の席に着くにあたって，日本企業としてはあら
ゆる形の防御方法を用いて原告と対峙することになる。原告の行為能力や適
格性を疑がい，これを否定する主張をなすことも最初に採るべき方法である。
一方の原告である外国企業としても，もしも会社を代表する資格のない者が
なした秘密保持契約の締結や財産的情報の開示であれば，それを理由として
その行為そのものの無効性を主張し，被告である日本企業がかかる情報を評
価に用いることを差止めるという請求をしてこないとも限らない。
（1）法人格
　企業，つまり日本法では株式会社にせよ有限会社にせよ「会社」という法
人の組織形態をとっているのが通常であるが，諸外国においてそのような法
人を名乗る取引き相手先企業が，いったい法律上どのような行為能力を有し
ているのかを判断すべき準拠法をどこに求めるかについては，日本の国際私
法である『法例』には何も規定されていない。学説，判例の活躍する場なの
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であるが，いわゆる属人法または法人の従属法の問題として説が分かれてい
る川。
・設立準拠法説一（日本多数説，英米多数説）
　　法人設立時の準拠法を属人法とすべきとする説。
・本拠地設立説一（フランス・ドイッ多数説）
　　業務統轄地又は営業中心地の法律を属人法とすべきとする説。
・制限的設立準拠法説
　　原則は設立時の準拠法によるべきとするが，営業活動を行う地域が設立
　　地と事実上の連がりが全くなくなっているような場合には，本拠地法に
　　よるべしとする説。
・個別・fヒ説
　　具体的な単位法律問題ごとに準拠法を決定すべきとする説。
　以上の諸説については，当該法人が設立された国の法律を準拠法とすべき
であるとする「設立準拠法説」が最も常識的な説であろう。なぜならば，法
人は自然人とは異なり法によって生みだされた擬人なのであるから，それを
生んだ法律に準拠すべきと考えるからである。
（2）　法人の代表者
　会社のような法人を代表して契約を締結し，財産的情報の授受をなしうる
立場にある人が誰であるのか，また，そのような代理者の権限の範囲はどこ
まであるのかなどについても学説は分かれている（12）。
・属人法説一（多数説）
　　法人の本質上，属人法による（上記（1）の如く，どこの属人法によるの
　　かについても諸説あるが）のを原則として，例外的に行為地での取引き
　　の保護を考慮すべきとする説。
・行為地法説
　　取引きの安全を重んじる立場から，行為地法によるべきする説。
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　以上の両説では，属人法説が例外的に行為地法の考慮を認めるため，実質
的に両者の差は出てこないことになろう。
（3）無権代理
　法人の代表者が法人の名前の下でなした契約書の締結や財産的情報の授受
などが，元来，その法人としてはその代表者に単独の裁量権として与えてい
なかった行為であった場合，あるいは，第三者が代理人と称してそのような
契約書を当該法人に代って締結したり情報の授受をした場合などで，果たし
てこのような行為が後で追認しなければ無効となる無権代理行為なのか，そ
れとも表見代理行為に準ずる行為として取引相手方の保護の面でこれを取引
上は有効と見るのかは，代理の三面構造（本人と代理人問，代理人と相手方
間，相手方と本人間）のうちの相手方と本人との関係，つまり代理権の外的
効力に属する法律問題である。この準拠法についても学説，判例上の争いが
ある（13〉。
・代理行為準拠法説一（旧多数説）
　代理行為の効力の問題であるから，個々の代理行為別の準拠法（たとえ
　ば物権行為ならば目的物所在地法，債権行為であれば当事者の意思によ
　って選択される法）によるべきとする説。
・代理権準拠法説
　代理権（表示行為又は授権行為）の準拠法によるとする説。
・代理行為地準拠法説，代理権効果地法説一（近時多数説）
　代理権の行使された国，つまり行為地法によるとする説。
・累積適用説
　代理行為の準拠法と代理権の準拠法との累積適用を認める説。
・打衷説一（神戸地昭34．9．2決定（14））
　　『法例』第7条により，授権行為又は表示行為の準拠法によることを原
　則とするが，相手方を保護するために『法例』第3条第2項を類推して，
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本人の責任を代理行為地法によって判断する場合もありうるとする説。
　秘密保持契約をめぐる紛争において，会社を代表する者の権限瞼越，ある
いは会社を代理した者の権限の有無，つまり無権代理の問題が争われる場合
には，相手方保護の見地に立つことが取引きの安全の面からは必要である。
通常，会社を代表，代理して契約書を締結したり，財産的情報の授受をした
りできうる人の範囲については広く考えるべきである。しかも対価の伴わな
い秘密保持契約書に署名したり，情報の授受を行う人については，取引上，
殊更に限定して取扱われていないのが実情であろう。そうだとすれば，代理
行為地準拠法（契約締結という代理行為地が，どこになるのかは別として〉
を主にして，補足的に代理権授権行為の準拠法を加昧して考えるべきであろ
う（15）。
2．契約の準拠法
　秘密保持契約書は，数少ない条項と定型的な規定によって構成されている
ことが一般的である。従って，契約書の中で準拠法が明示的に指定されてい
ることは少ない（16）。となると，契約の準拠法は，　『法例』第7条第1項の
「当事者ノ意思二従」うとの規定が適用されることになる。もしも，「当事
者ノ意思力分明ナラサルトキ」に該当すれば，同条第2項により行為地法に
よることになる。しかも「契約ノ成立及ヒ効力二付テハ」『法例』は第9条
第2項で特に「申込ノ通知ヲ発シタル地ヲ行為地ト看倣ス」旨を規定してい
る。
　しかし制定当時『法例』が想定していた「契約」とは，いわゆる注文書と
請書との交換に見られるような「個別的売買契約書」を典型として考えたも
のであろうと思われる。したがって，たとえば継続的取引きの基本となるよ
うな「売買基本契約書」の如く，その契約書を締結したからとてなんら個別
の代金支払や，物権に係る債権債務が契約当事者間で発生するものではない
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ような「契約」に，この「申込ノ通知ヲ発シタル地」なる原則を適用して，
契約書を最初に起案（ドラフト）して相手方に提示した当事者の住所地が行
為地だとするのが『法例』の趣旨であると考えるべきではないだろう。まし
て，このような「売買基本契約書」の如き当事者間の継続的取引関係を定め
る契約書は，長文かつ詳細の規定からなるのが普通である。いかに定型的な
ものであったとしても，当事者いずれか一方に有利な規定を含むので，契約
の交渉の過程で双方から適宜修正が加えられることになり，そのための案文
が当事者間を行ったり来たりすることになる。
　かつて，大阪地裁の判決（17）で，インド商人を売主とし日本商人を買主とす
る旧棉売買において，買主が代価を20銭（申込価格対比では0．2％相当）値
切って承諾したことをとらえ，これを『民法』第528条の論理を用いて新た
な「申込」であるとして，行為地日本，したがって準拠法も日本法であると
した誤り（国内法を国際私法の解釈に利用）に批判が集まったこともあった
が118），このような循環論（tautology）に陥りがちな書式戦争（battle　of　forms）
を国際契約の準拠法の決定に持ちこむべきではないであろう。契約の実質を
考察し，当事者の関係から判断すべきである。
　『法例』が隔地的契約について申込の発信地を行為地とした理由は，「契
約では申込が始めで，これで契約の内容が定まり，これが元となるのであっ
て，承諾はこれに同意を表するものであるから，申込の通知を発した地を行
為地と定めるのが穏当である」（19）とするところからであろう。もしこの考え
方を秘密保持契約にあてはめて，「秘密保持契約書」は簡略な定型の書式を
用いることが多く，しかもその案文が「売買基本契約書」のごとく修正のた
め両当事者問を行ったり来たり何度も往復することも稀なので，最初にその
ような契約書の案文を起案して相手方に提示した当事者の行為を申込と見倣
してもよいとすると実質を問違えることになる。
　なる程「秘密保持契約書」は定型的で簡略な書式を用いることが多い。仰
々しい形式は避け，さり気なく通常の書簡の形を借りて契約書とする方法も
多く用いられている。この場合には申込者が誰かは明白である。しかし情報
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の開示者が差出人とは必ずしも限らない。被開示者が差出人，つまり申込人
となる書簡形式の「秘密保持契約書」も多く見られるところである（20）。とす
ると，どちらが先に定型書式の契約書の案文を利用したかによって申込者の
地位を手に入れ，行為地として準拠法を確保することになってしまう。個別
売買契約におけるように，いきなり注文をしてそれが申込となるような単純
な交渉方法とは異なって，秘密保持契約では，契約書の案文の発送の前に短
くとも先行するやりとりが行われるのが常である。どちらが契約書の案文を
起案（ドラフト）したかは多分に成行き次第である。あるいは日本的に開示
者の方から被開示者に対して，「念書」の差入れを命ずるような態度で契約
書の案文の提出を求めるかも知れない。これを準拠法を被開示者の国の法律
とするとの意思を開示者が黙示したものと見倣すのは不当であることは言う
までもない。
　秘密保持契約では，その主たる目的が財産的情報の開示を受けた被開示者
が負うべき義務を定めたところにあることは前述のとおりである。その性格
が片務契約にほぼ近い（21）のであるならば，契約当事者のうち法律上の保護を
与うべきなのは，財産的情報を開示する開示者であることに異論はないであ
ろう。そうだとするならば，開示者が指定を欲する準拠法は，自らが通暁す
る法律，つまりその営業の中心である本拠地法によると見るべきである。開
示された情報を評価するという被開示者の行為は，当該情報を商業的に使用
するのではないので，ノウ・ハウのライセンス契約の場合における解釈（22〉と
は異なると見るべきである。このように秘密保持契約の準拠法は開示者の本
拠地法とするのが，当事者問の暗黙の同意，了解事項であり，「当事者の意
思」だと考えてよい。
3．損害賠償責任
（1）対契約違反当事者
秘密保持契約の違反，つまり被開示者による秘密情報の不正使用や第三者
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への不正開示に際しては，契約当事者の一方の情報開示者は，かかる相手方
の不正行為に対して，蒙った損害の賠償を求める権利を当然のこととして有
する。このような損害賠償に関する権利義務を認め，損害額を査定するため
に準拠すべき法は，当該秘密保持契約の準拠法であることには異論はない。
前述の如く，これが開示者の本拠地の法律になるものと考える。
　問題となるのは，損害額の査定であろう。
　いかに財産的情報とはいえ無形の財産であるだけに，その評価額を算出す
るためにはかなり主観的な価値判断が伴うことになる。情報の中には，当該
保有企業の死命を制するものとして，わざわざ秘密保持契約の中で「償うこ
とのできない損害（irreparable　harm　or　injury）」を開示者に与える旨規定
して，不正行為に対し強い警告を予めしておく例も見受けられる程である（23も
これら秘密保持契約では，紛争に備えて，あるいは警告の意味もかねて，弁
護士費用を含め，相手方の得たすべての利益の吐き出しを規定するものもあ
る（2％
　財産的情報の開示者が海外企業としてもそれが米国の企業であった場合に
は，準拠法として依拠する米国の各州法律で認められている損害賠償責任が
適用されることになる。
　問題は，コモン・ロー上の制度として米国法で広く認められている懲罰的，
制裁的損害賠償額（punitive，exemplary　or　vindictive　damages）である。
これは加害者の悪性が強いときに，これに制裁を加える意味で，通常の方法
で算定される損害賠償と並んで，懲罰的な意味で認められる金銭賠償である（25お
この懲罰的賠償は，加害者の悪性が著しく高い場合，不法行為一般について
英米法に属する法域で広く認められているが，契約違反の場合でも，不法行
為上の請求が可能な情況であれば，契約上の請求としても認められるのが通
例と言われている（26）。秘密保持契約で被開示者が故意に開示を受けた情報を
第三者に漏洩し，不当な利益を得る場合はこれに相当しよう。
　しかしながら準拠法を米国法として日本で裁判が行われた場合に，果して
このような懲罰的賠償責任を，不正行為を行った契約違反者である日本企業
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に課してよいであろうか。この問題については，私法的懲罰といっても当該
準拠法国の公共的政策目的の実現のための手段であると見倣して，これを純
粋に私法的なものとは言えないとして，他国で強制されるべきものではない
との説（27）がある。更に，『法例』第30条の規定により，公の秩序又は善良の
風俗に反する外国法は，いかに準拠法であったとしてもその法に拠らずとも
よいとの判断が下しうる（28）。従ってこの場合，妥当な損害額としては，法廷
地である日本の裁判所の判断で設定しうるものと考えるべきであろう。
（2）対第三者
　秘密保持契約の契約当事者である秘密情報の被開示者から，不正な手段で
秘密情報を取得し，使用，開示する第三者の損害賠償責任は，不法行為に基
づくものである。
　不法行為に因って生ずる債権の成立及び効力は，その原因である事実の発
生した地の法律に依ると，『法例』第11条で規定されている。ここで「其原
因タル事実ノ発生シタル地」という解釈については，加害行為地なのか損害
発生地なのか，たとえば製造物責任の場合には製品の製造地なのかそれとも
販売地なのか，使用地なのか，事故発生地なのか説の分かれるところである
が（29），本稿で取扱う秘密情報に関する第三者の不法行為については，かかる
不法行為が日本企業が日本において不正な手段によって取得，使用，開示と
いう不正行為を行うと想定するならば，その不法行為地とは日本ということ
になり，日本法が適応されることに異論はない。
　なお，この場合の損害額算出の基準については，財産的情報と同じく無体
財産権である特許権等の工業所有権及び著作権の如き他の知的財産権の侵害
事件に準じ（30），侵害者がその侵害行為によって利益を受けているときはその
利益を，また，そのような財産的情報の保有者（本稿では海外企業と想定）
がその情報の使用をライセンスしたとしたらライセンシーから通常受けるべ
き金銭の額に相当する額の金銭を，自己が受けた損害の額としてその賠償を
請求できるものと考える（31）。
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4．差止請求権
（1）対契約違反当事者
　契約違反に因って生じた損害賠償の請求とは別に，契約当事者は相手方で
ある違反当事者に対して，未だ生じていない差し迫った契約違反行為や，既
に生じて継続している違反行為の差止めを請求する権利を有することには異
論がない。秘密保持契約のように，その契約違反行為によって，ノウ・ハウ
の如き貴重な財産的情報がいったん不正行為（取得，使用，開示）が行われ
てしまうならばその情報の保有者にとり償い切れない損害（irrepairable　dam－
ages）を蒙るものであるだけに，損害賠償請求よりも差止請求を行うことの
重要性の方がはるかに大である。
　このような強力な武器となりうる無体財産権に関する差止請求権は，妨害
排除請求権と妨害予防請求権の双方の性格を含むものであって，一種の物権
的請求権であると見倣すことができる（32）。
　そうだとするとかかる物権的請求権の準拠法は，　『法例』第10条第1項の
規定により，その目的物の所在地法によることになる。つまり秘密保持契約
の準拠法が財産的情報の保有者の営業地である外国法となっていたとしても，
差止めの対象が，日本にある生産設備の稼動であり，日本における商品の販
売である限り，差止めという強制執行は，けだし日本法によるとすることに
異論はない。
（2）対第三者
　契約当事者の一方である秘密情報の開示を受けた被開示者から，不正な手
段でかかる財産的情報を取得，使用，開示しようとしていたり，あるいは既
に継続使用中の第三者に対してなされる保有者の行使する差止請求が，前述
の契約違反当事者に対してなされるものと同じく，物権的請求権として，目
的物の所在地法，つまり本稿設例では日本法によることには異論はない。こ
の権利を法律上明確に認めた実体法こそ，まさに，1991年6月15日に改正さ
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れた不正競争防止法の改正目的であることは前述した。
　法改正後いまだ日が浅く，かかる差止の実施例を知るところではないが，
今後かなりの事件例を得ることであろうと思われる。
5．訴訟上の地位
　最後に，わが国の裁判所に提起された民事訴訟の当事者が本稿設例の如く
外国法人の海外企業である場合の，その当事者の当事者能力，訴訟能力及び
当事者適格につき簡単に触れておく（33）。これらについては，本稿1で述べた
行為能力が実体法上の能力や適格性に関する問題であるのに対して，裁判手
続上の問題であるので，区別すべきである。
（1）　当事者能力
　当事者能力とは，民事訴訟の当事者となることができる一般的能力をいう。
これには二説が対立している。
・法廷地法説一（民訴法学者）
　　このような当事者能力の決定については，これを専ら訴訟手続き上の問
　題とみて，法廷地の訴訟手続法の規定によるとする説。
・属人法説一（国際私法学者）
　　当事者能力は，人の属性，能力に関する問題であり，その者の属人法で
　　ある本国の訴訟手続法によるとする説。
　実務上，法廷地，つまり本稿設例では日本の『民事訴訟法』に準拠すべき
ではなかろうか。
（2）訴訟能力
訴訟能力とは，単独で有効な訴訟行為をなし，またはこれを受けることが
できる能力をいう。これについても法廷地法説，属人法説の対立がある。
・法廷地法説
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　　『民事訴訟法』第45条が適応され，同条が訴訟能力を実体法上の行為能
　力によらしめていることから，『法例』により指定される本国法上行為
　能力があれば，訴訟能力が認められるとする説。但し，『民事訴訟法』
　第51条で，本国法上行為能力がなくとも日本法で能力ありとされる場合
　　には，訴訟能力として取扱われる。
・属人法説
　本国訴訟手続法によるとする説。『民事訴訟法』第51条の規定は，例外
　的取扱いを定めたものとする。
（3〉　当事者適格
　当事者適格とは，具体的な訴訟において，特定の訴訟物たる権利または法
律関係につき，当事者として訴訟を遂行し，本案判決を求めることができる
資格である。
　本稿設例における秘密保持契約の違反を理由として，日本企業が外国企業
から訴えられた場合における当事者適格をめぐる問題として想定されるケー
スとしては，かかる契約の譲渡を受けて契約上の当事者の地位を手に入れた
者の適格性をどう見るかなどが考えられる。法廷地法説，属人法説の他に，
・近時有力説
　原則として法廷地法によるが，実体法上の権利義務と密接に関連してい
　　る場合には，準拠実体法を考慮すべきであるという説。
がある。
　秘密保持契約の譲渡による契約上の権利，義務の承継については，契約の
準拠法，つまり何も特定されていない場合，本設例では財産的情報の保有者
の本拠地である外国法によるべきと考えたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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【注】
（1〉Proprietary　Informationの訳。1991年6月15日に約一年の公布期間を経て施行さ
　　れた『不正競争防止法の一部を改正する法律』ではTrade　Secretの翻訳語である
　　「営業秘密」という呼称で成文化されたが，同改正法の基礎となった産業構造審議会
　財産的情報部会の答申では「財産的情報」の語を用いており，同部会の下部機構とし
　　て約半年間精力的に検討した財団法人知的財産研究所財産的情報委員会での検討過程
　　においても終始「財産的情報」なる用語を使っており，最終段階での成文法案化の過
　程で「営業秘密」という販売活動に伴う情報とまぎらわしい用語に変わった。本稿で
　　は，財産としての価値を意味する場合には「財産的情報」を，また，秘密性を強調す
　　る場合には「秘密情報」なる用語を適宜用いることとする。
（2）Option　Llcense　Agreementの如く将来のライセンス条件を全て設定し，そのよう
　　なライセンスを受けるべきか否かの評価の目的で，小出しに財産的情報を有償で開示
　する方法もある。この場合，将来のライセンス対価は予約されているので，開示を受
　　ける側としては有償であっても，それを支払った後にライセンス条件を交渉するので
　　はないので，安心して評価に入れるわけである。
（3）　アメリカにおいても今世紀半ばまで，契約によらずとも信頼関係（Confidential　Rela－
　tions）にたって情報の保有者を保護すべきとの理論が唱えられて以来，しばらくは
　保有者の安住時代が続いたこともあった。これら米国での趨勢，それに対比できる日
　本での事件数の極端なまでの少なさについては，拙稿「米国判例に見るトレード・シー
　　クレット保護の動向」白鴎大学論集第5巻第2号151頁以下を参照。
（4）財産的情報を開示する側としても無償開示をしなくてはならないという義務を負う
　　ことになる。
（5）拙稿「秘密情報管理と秘密保持契約について」発明Vo1．88，80－81頁参照。
（6）英文のSecrecy　Agreementの事例としては，拙著『実例英文秘密保持契約』商事
　法務研究会刊を参照。
（7）　東京高裁判決昭41．9．5の「ワウケシャ事件」で，契約関係にない第三者の不正行為
　　に対しては損害賠償を請求できるだけで差止めは請求できない解釈が定着し，このた
　　め法律上差止めを明文化するようにとの要請から，今回の『不正競争防止法』の改正
　　が促がされたのである。
（8）　国際的な民事訴訟事件での裁判管轄に関して国際的に一致した法原則はない。学説，
　判例の分かれるところである。
　　先ず，基本的に立脚すべき姿勢としては次ぎの三つの主義がある。
　　　・国家主義
　　　　裁判権が有るか無いかについては，自国及び自国民の利益保護について考慮し
　　　　て，自国の国内法の規定によるとする主義。
　　　・国際主義一（旧多数派）
　　　　裁判権は国家主権の一作用なので，裁判権の及ぶ範囲は対人主権と領土主権の
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　　　　及ぶ範囲に限られるとする主義。
　　　・普遍主義一（近時多数派）
　　　　栽判管轄権の有無については，渉外事件の適正，公平かつ能率的な運営を配慮
　　　　して決定すべしとする主義。
　　次に，裁判管轄権の有無を決定する具体的基準についても各説がある。
　　　・逆推知説一（国家主義，国際主義を取る立場。旧多数判例。ドイツ通説）
　　　　民事訴訟法の土地管轄の規定から，逆に我が国の裁判管轄権の有無を推知すべ
　　　　きであるとする説。
　　　・管轄配分説，修正類推説一（普遍主義を取る立場。若干判例。日本通説）
　　　　国際的裁判管轄権の有無は，国際的な裁判の適正，公平，能率などの観点から
　　　　決められるべきであり，具体的には，国内法上の土地管轄の配分にこのような
　　　　考慮（条理）を加えて修正した法則によるとする説。
　　　・利益衡量説
　　　　国際的な訴訟における当事者の利益，便宜（特に応訴），事案の内容，性質，
　　　　一定の国と事件との関連性などを具体的事案に応じて比較衡量して，国際的裁
　　　　判管轄権の有無を決定すべしとする説。
　　　・修正逆推知説一（現多数説）
　　　　逆推知説を原則としつつ，特段の事情（たとえば裁判の適正，公平，迅速性な
　　　　ど）でわが国の国際裁判管轄権を認めない場合も例外的にありうるとする説。
　以上の諸説については，別冊ジュリストNo87『渉外判例百選（第2版）』〔95〕196－
　197頁に要約してある。また，山田錬一・佐野寛『国際取引法』有斐閣第6章第2節
　　1，230頁以下に詳しい。法的安定性，予測可能性の面で問題があるとの批判もある
　が，普偏主義の立場に立って，具体的に個々のケースごとに裁判管轄権を決めるべし
　　とする利益衡量説に依りたい。いずれにせよ，本稿では，日本の裁判所に事件が提訴
　　された場合を前提として考察することとしたい。
（9）　“at　the　disclosing　party’s　sole　discretion（開示者の単独の判断で）”との規定が
　契約中に明記されることも多い。
（10）　無償開示者の責任が追及できにくいことは，民法第551条に定める贈与者に担保責
　任が原則的にないこと，及び同条を引用する民法第596条に定める使用貸借における
　貸主の担保責任類似の性格としても首肯しうるところである。
（11）　前掲山田・佐野『国際取引法』43－46頁。ジュリスト増刊『国際私法の争点』86頁
　　ほか参照。
（12）　西　賢「代理の準拠法」別冊ジュリストNO．4，208－209頁参照。
（13）前掲別冊ジュリスト判例百選（二版），〔22〕，51頁参照。
（14）　同上50頁参照。
（15）　なお，代理の三面構造のうち代理権の存否や範囲などの本人と代理人との間の関係
　　については，本稿の設例では問題として取上げる意義が薄いと考えるが，いわゆる代
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　　理権の内的効力の問題として次の三説がある。これについても前掲西「代理の準拠法」
　　ほか参照。
　　　・授権行為準拠法説
　　　　代理権を授与する法律行為の準拠法によるべきとする説。
　　　・代理権効果地法説
　　　　代理権の効力が実現すべき地，即ち，代理人の行為がなされる国の法律による
　　　　べきとする説。
　　　・代理行為準拠法説
　　　　代理権を授権行為の効力としてではなく代理行為の効力としてとらえるべきと
　　　　する説。
　　スト判例百選（二版）【39】84－85頁参照。
（19）　久保岩太郎「現行法例の成立について（財産の部）一法典調査会議速記録を中心
　　として一」青山法学論集第3巻第2号を引用する前掲別冊ジュリスト判例百選（一
　版）79頁参照。
（20）　前掲拙著『実例英文秘密保持契約』書式例27のうち，書式一4，5，19，20及び26参照。
（21）　開示者としても被開示者が行った自らの情報の評価結果の報告を受け，そこに含ま
　　れる被開示者が生み出した新たな発明等の情報や，被開示者の事業化への姿勢などに
　　ついて守秘義務があり，それを契約書の中で明記してあることもあるので，その限り
　　においては必ずしも片務契約とは言いえない。
（22）特許及びノウ・ハウの譲渡契約もしくはライセンス契約の準拠法については，当事
　　者による明示または黙示の法選択のない場合には，一般に，当該特許権が付与・登録
　　された国（保護国）の法によるとの黙示の意思を認める見解が有力であるが，ノウ・
　ハウのライセンス契約などでは，実施許諾者または実施権者の営業所所在地法による
　　ことも考えられる。前掲山田・佐野『国際取引法』199頁参照。なお制定国際私法で
　　は，相反する二つの国の規定がある。オーストリア国際私法（1978年）では，無体財
　産権に関する契約は，原則として保護国法によるが，契約が複数の国と関係している
　　ときは，譲受人または実施権者の常居住地法もしくは営業所在地法によるとするが，
　　一方，スイス国際取引法（1987年）は無体財産権の譲渡人または実施許諾者の常居所
　地法によるとして，ライセンサー側に立って定めている。前掲同書199－200頁参照。
　　前掲拙著『実例英文秘密保持契約』282，284頁参照。
　　　同前283－285頁参照。
　　　田中英夫『英米法総論下」東京大学出版会§734，545頁以下に詳しい。
　　　同上，546頁参照。
　　　坪田潤二郎『国際取引法の基本問題』酒井書店。第1部第6章3，176頁（旧版）
（16）　前掲拙著『実例英文秘密保持契約』書式例参照。
（17）　大阪地大正10．3．11判決。
（18）　別冊ジュリストNo16r渉外判例古選（第一版）』【35】78－79頁，前掲別冊ジュリ
（23）
（24〉
（25）
（26）
（27）
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　　参照。
（28）　実体法としての準拠法の問題としてではなく，米国裁判所での懲罰的損害賠償を命
　　じた判決の日本での執行につき，これを『民事訴訟法』第200条3号の公序に反する
　　とした東地平3．2．18判決（いわゆる萬世工業事件）がある。
（29）　・多数説
　　　　　加害行為地だけでなく損害発生地も含まれるが，二次的・派生的に生じる経済
　　　　　的な損害の発生地までは含まないとする説。
　　　・少数説
　　　　　更に製造物の購入地・使用地などの管轄をも認める説。
　　これらについては，前掲山田・佐野『国際取引法』238頁，別冊ジュリストNo16『渉
　　外判例百選（増補版）〔追補29〕268－269頁，前掲別冊ジュリスト判例百選（二版）
　　〔97〕200－201頁ほか参照。
（30）特許法第102条，実用新案法第29条，意匠法第39条，商標法第38条，著作権法第114
　　条。
（31）紋谷暢男「Know　Howおよびその保護」ジュリストNo500，573頁参照。
（32）　『工業所有権用語辞典』日本工業新聞社。140頁参照。なお特許に関する差止請求
　　権については，吉藤幸朔『特許法概説』W，3，（2），　（A）379頁（第9版増補）
　　以下を参照。
（33）前掲山田・佐野『国際取引法』241－245頁参照。本稿での以下の記述も同書による。
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